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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金　　額 科 目 金　　額

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

立 替 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

44,177

2,779

279

35,860

247

640

42

745

1,312

1,225

956

103

△15

31,666

12,876

8,335

241

441

3,858

360

333

26

18,429

17,376

572

7

178

360

△65

流 動 負 債 32,437

支 払 手 形 2,962

工 事 未 払 金 17,315

短 期 借 入 金 3,140

未 払 金 1,446

未 払 費 用 181

未 払 法 人 税 等 1,584

未 成 工 事 受 入 金 558

預 り 金 861

完成工事補償引当金 41

工 事 損 失 引 当 金 23

賞 与 引 当 金 2,239

役 員 賞 与 引 当 金 59

そ の 他 2,022

固 定 負 債 7,631

社 債 1,000

長 期 借 入 金 2,014

繰 延 税 金 負 債 3,393

退 職 給 付 引 当 金 836

そ の 他 387

負 債 合 計 40,068

純 資 産 の 部

株 主 資 本 28,133

資 本 金 1,594

資 本 剰 余 金 1,760

資 本 準 備 金 1,746

その他資本剰余金 13

利 益 剰 余 金 25,727

利 益 準 備 金 398

その他利益剰余金 25,328

固定資産圧縮積立金 685

別 途 積 立 金 21,035

繰越利益剰余金 3,607

自 己 株 式 △948

評価・換算差額等 7,641

その他有価証券評価差額金 7,641

純 資 産 合 計 35,775

資 産 合 計 75,843 負 債 純 資 産 合 計 75,843

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成27年４月 1日から
平成28年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 89,200

兼 業 事 業 売 上 高 210 89,410

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 79,656

兼 業 事 業 売 上 原 価 418 80,075

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 9,543

兼 業 事 業 総 損 失 208 9,335

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,366

営 業 利 益 4,969

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 208

受 取 地 代 家 賃 74

そ の 他 57 340

営 業 外 費 用

支 払 利 息 75

そ の 他 8 83

経 常 利 益 5,225

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1

投 資 有 価 証 券 売 却 益 53

受 取 保 険 金 31 86

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 62

投 資 有 価 証 券 評 価 損 67

減 損 損 失 103

原 状 復 旧 工 事 費 用 39

そ の 他 2 275

税 引 前 当 期 純 利 益 5,036

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,151

法 人 税 等 調 整 額 △359 1,791

当 期 純 利 益 3,244

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

  　子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

 　 その他有価証券

　　時価のあるもの　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

　　時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び　　　　時価法

　　評価方法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　販売用不動産　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

　未成工事支出金　　　　　　　　　個別法による原価法

　材料貯蔵品　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産　　　　　　　　　　定率法

　（リース資産を除く）　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物につ

いては定額法によっております。

　無形固定資産　　　　　　　　　　定額法

　（リース資産を除く）　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

５．引当金の計上基準

 　 ①貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

　  ②完成工事補償引当金　　　　　　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期

の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて

計上しております。
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　  ③工事損失引当金　　　　　　　　受注工事の損失に備えるため、手持受注工事のうち

期末において損失が確実視され、かつ、その金額を

合理的に見積ることができる工事については、翌期

以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

 　 ④賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支払いに備えて、賞与支給見込額の

当期負担額を計上しております。

　  ⑤役員賞与引当金　　　　　　　　役員の賞与の支払いに備えて、役員賞与支給見込額

を計上しております。

　　⑥退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。退職給付引当金及び退職給付費用の処理

方法は以下のとおりです。

　　(1)退職給付見込額の期間帰属方法　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

　　(2)数理計算上の差異の費用処理方法　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数（15年）による定額法に

より翌期から費用処理しております。

６．請負工事の収益計上基準

完成工事高の計上は、当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

７．重要な繰延資産の処理方法

社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。

８．ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しております。

９．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

10．退職給付に係る会計処理の方法

　計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結計算書類

と異なっております。貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額

から、年金資産の額を控除した額を退職一時金制度においては「退職給付引当金」に、確定

給付企業年金制度においては前払年金費用として投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．関係会社に対する債権債務

  　短期金銭債権の額 748百万円

  　長期金銭債権の額 7百万円

  　短期金銭債務の額 1,243百万円

  　長期金銭債務の額 2百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 8,622百万円

３．保証債務

連結会社以外の会社等の銀行借入に対する保証 56百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

　　営業取引高 4,654百万円

　　営業取引以外の取引高 29百万円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当 期 末 株 式 数

普通株式（千株） 1,814 0 - 1,815

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

Ⅴ．税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

 　繰延税金資産

　　　退職給付引当金 255百万円

 　 　賞与引当金 687百万円

 　 　販売用不動産評価損 217百万円

 　 　投資有価証券評価損 140百万円

 　 　その他 381百万円

  　繰延税金資産小計 1,682百万円

  　評価性引当額 △447百万円

  　繰延税金資産合計 1,234百万円

  　繰延税金負債

 　 　その他有価証券評価差額金 △3,328百万円

 　 　前払年金費用 △40百万円

 　 　固定資産圧縮積立金 △301百万円

  　繰延税金負債合計 △3,670百万円

  　繰延税金資産（負債）の純額 △2,436百万円
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　２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改

　　正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４

　　月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

　　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の32.1

　　％から平成28年４月１日及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時

　　差異については30.7％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一

　　時差異については30.5％となります。

　　　この税率変更による影響は軽微であります。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,417円14銭

２．１株当たり当期純利益 128円53銭
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